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1．本評価の背景及び趣旨 

 
社会経済のグローバル化、先進諸国の少子高齢化・労働人口減少と途上国の急激な人

口増加、エネルギー・水・食料等資源の逼迫、地球環境問題、感染症・テロ問題など、

複雑かつ多様な課題が顕在化し、また潜在的な課題も想定される現代社会において、そ

のような課題の解決のための科学技術イノベーションへの期待が高まっている。 

限られた資源のもとで効率的に科学技術イノベーションを展開するためには、経済・

社会等の状況、その課題と、そして科学技術の現状と可能性等を多面的な視点から把

握・分析するとともに、客観的根拠（エビデンス）に基づいた合理的な政策形成が求め

られる。 

このような背景を踏まえ、文部科学省は平成 23 年度から「科学技術イノベーション

政策における『政策のための科学』推進事業（以下、「推進事業」という。）」を開始し

た。現行の第 4 期科学技術基本計画（平成 23 年 8 月 19 日閣議決定）においても「「科

学技術イノベーション政策のための科学」を推進し、客観的根拠（エビデンス）に基づ

く政策の企画立案、その評価、及び検証結果の政策への反映を進めるとともに、政策の

前提条件を評価し、それを政策の企画立案等に反映するプロセスを確立する。その際、

自然科学の研究者はもとより、広く人文社会科学の研究者の参画を得て、これらの取組

を通じ、政策形成に携わる人材の養成を進める。」として、「科学技術イノベーション政

策のための科学」の重要性が明記されている。 

本事業の推進に当たっては「科学技術イノベーション政策における「政策のための科

学」基本構想（以下「基本構想」という。）」1において、以下の通り 6 つの設計理念が

示されている。 

 

1．科学への社会的期待の科学的な発見：客観的根拠に基づき、社会が直面する解決すべ

き問題を発見すること、及びその解決に向けた科学への期待の明確化には、自然科学

のみならず、人文社会科学を含む幅広い研究分野の領域を超えた融合が必要。 

2．客観的根拠に基づき効果的な政策を追求すべきこと：資源的制約のもとで、客観的根

拠に基づき効果的に課題解決に向かう政策選択が必要。 

3．政策決定プロセスにおける科学的合理性の追求：政策内容が科学的根拠を必要とする

ばかりではなく、政策決定のプロセスもまた科学的合理性を備えたものでなければな

らない。政策形成の実践の場に活用できるエビデンスに基づく複数の政策メニューが

提示され、そこから科学的合理性をもった選択がなされるという政策決定のプロセス

が必要。 

4．政策形成プロセスの透明性と国民への説明責任を徹底すべきこと。 

5．政府・行政の政策立案・実施主体及び科学者・市民のそれぞれが、信頼関係の構築と

                                                   
1 「科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」基本構想」 
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役割・責任の分担を果たすべきこと。 

6．政策のための科学による知見の公共性と政策決定への国民参加：本事業の成果は、社

会の共有資産として蓄積されるものであり、それをもとに、国民の選択が政策決定に

反映されるべきこと。 

 

この設計理念に基づき、事業の推進方策の一つとして、「客観的根拠に基づく政策形

成に携わる人材や、「科学技術イノベーション政策のための科学」という新たな研究領

域の発展の担い手となる人材、政策と研究をつなぐ人材を育成し、関係する基盤的研究

を推進するための国際的な水準の研究・人材育成拠点を設置2」することとされた。文

部科学省は、平成 23 年度から「基盤的研究・人材育成拠点整備事業」を開始し、科学

技術イノベーション政策のための科学推進委員会（以下、「推進委員会」という。）の審

議を経て、基盤的研究・人材育成拠点を形成する 5 拠点（6 大学）（政策研究大学院大

学、東京大学、一橋大学、大阪大学（京都大学3）、九州大学）を採択した。 

図： 基盤的研究・人材育成拠点各拠点の特徴と相互関係

 

 

 

                                                   
2 基本構想 p.6 
3 大阪大学と京都大学は、２大学合同拠点となる。 
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文部科学省は、推進事業の進捗確認及び事業内容の改善を目的として、事業開始後 5

年度目となる平成 27 年度に推進事業全体の中間評価を実施することとした。これを受

け、推進事業のプログラムの一つである「基盤的研究・人材育成拠点整備事業」におい

ても外部有識者で構成される「基盤的研究・人材育成拠点中間評価委員会（以下、評価

委員会という）」が設置され、「基盤的研究・人材育成拠点」の中間評価を行い4、評価

結果とこれを踏まえた今後の事業の推進方策に対する提案をとりまとめた。 

 

 

2．基盤的研究・人材育成拠点全体に対する評価及び基盤的研究・人材育成拠点整備事

業に対する提案 

（1）拠点全体に対する評価 

平成 23 年度に開始された本整備事業は、平成 25 年度より学生の受け入れを開始し、

大学機関内での研究・教育環境の整備が進み、平成 27 年 3 月には、学生を中心として

44 名（学生 41 人及び社会人 3 人、（ただし、学生 4 名及び社会人 1 名の修了見込を含

む5））が修了した。育成された人材は、我が国の将来の科学技術イノベーション政策を

担い、社会を先導できる人材となることが期待されている。 

ここでは、事業理念及び推進方針について記載した『科学技術イノベーション政策に

おける「政策のための科学」基盤的研究・人材育成拠点整備事業 整備方針』（以下「整

備方針」という。）を整理し、①「求められる人材」の育成の状況、②人材育成プログ

ラムに求められる要素、③「拠点間の連携」の状況という 3 つの観点から6評価を行っ

た。 

なお「基盤的研究」については、整備方針において「人材育成プログラムの一つに位

置づけて人材育成を行うこと」とされているため、②に含めている7。 

また、拠点全体に対する評価は、3章における各拠点の個別評価結果の中から、拠点

間連携の在り方など拠点全体に関わる活動、実施状況について整理したものである。 

 

                                                   
4 なお審議に際しては、本報告書に別添の参考資料のほかに、  
・各拠点大学から提出された科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」「基盤的研究・人

材育成拠点」事業の達成状況報告自己評価書 
・拠点大学に対するヒアリング 
により得られた情報を基に評価を行っている。 
5 一部、1 年間の履修により、人材育成プログラム修了の履修証明書を交付している拠点もあるが、それに

ついては本基盤的研究・人材育成拠点整備事業においては例外にあたるため、ここでは上のような記載と

した。 
6 「整備方針」においては「求められる能力」について５つの具体例が記載されているが、これらの能力

は「育成された人材が各々の活躍の場に応じて、実践的な能力として発揮することが期待」されている。

従って、現状においては修了者が本格的に出始めたばかりであるため、今回の評価では対象外とした。 
7 『科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」「事業の目標、行程管理及び評価に関する

基本的な考え方２０１４』を踏まえて、平成 26 年度より中核的拠点機能が整備されているが、その成果に

ついては加点項目としている。 
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①「求められる人材」の育成の状況について 

整備方針には、以下に示す 3つのタイプの人材が求められる人材として明記されてい

る。 

①客観的根拠に基づく政策形成・実施を担う高度専門人材 

例）科学技術関連省庁の政策担当者、大学・公的研究機関等の研究戦略・企画担当者

等 

②「科学技術イノベーション政策のための科学」という研究領域を担う研究人材 

 例）「科学技術イノベーション政策のための科学」を専門とし、それを発展させ深化さ

せる役割を担う研究者。 

③「科学技術イノベーション政策のための科学」と自然科学・人文社会科学等、各

専門領域をつなぐ人材 

 例）大学、研究機関、企業、民間団体・NPO などにおいて、自然科学・人文社会科学

の特定の専門領域における専門性に基づいて活躍しつつ、科学技術イノベーション

政策について積極的に関与する者。 

これらを踏まえた評価結果は以下の通りである。 

（達成できた点） 

①の客観的根拠に基づく政策形成・実施を担う高度専門人材については、主として総

合拠点（政策研究大学院大学）で育成されることが想定されており、実際に主として政

策研究大学院大学において育成が進められてきた。同大学において進められている 2種

類のプログラムにおいては、修士課程向けは、構想調書において想定された履修者数を

下回るものの、博士課程向けは、概ね想定された履修計画者数を上回っている。領域開

拓拠点の中でも、九州大学、一橋大学のように高度専門人材の育成を意識し、社会人学

生等を積極的に受け入れているプログラムも存在する。また、他拠点においても、高度

専門人材が進むべきキャリアパスとして想定された、国や地方等の行政機関に進んでい

る修了者が見られる。 

②の「科学技術イノベーション政策のための科学」という研究領域を担う人材につい

ては、政策研究大学院大学、東京大学、一橋大学、九州大学において育成が進められて

きており、想定を上回る履修者が参加している。それらの履修者の中から研究職に就い

ている修了者はまだ出ていないものの、各履修者の専攻分野の知見を活かしつつ、「科

学技術イノベーション政策のための科学」に関する論文を執筆、発表しており、当該研

究領域を専門とする研究人材が育成されている。 

③の「科学技術イノベーション政策のための科学」と自然科学・人文社会科学等、各

専門領域とをつなぐ人材については、大阪大学（京都大学）及び九州大学において育成

が進められてきた。各拠点においては想定された履修者数を上回っており、修了者は

URA（ユニバーシティ・リサーチ・アドミストレータ）や報道関係など、本プログラム

で学んだ知識を活かせるキャリアに進んでいる。 
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また、各拠点においては、①から③以外の人材も育成されている。さらに、副次的な

成果として、本プログラムの教育・研究・運営業務のために採用された、TA（ティーチ

ング・アシスタント）や URA が自身の専門に加え、「科学技術イノベーション政策のた

めの科学」という研究領域に関心を持ち、主体的に参加するなど、研究者のコミュニテ

ィが広がっている。 

以上から、①～③の想定された人材像に対し、各拠点がそれぞれの専門領域を活かし

た人材育成を進めてきたことがうかがえ、「求められる人材」の育成状況は、構想調書

で想定された当初目標を十分達成していると判断する。 

（課題となる点） 

②の「科学技術イノベーション政策のための科学」という研究領域を担う人材につい

ては、今後輩出される修了生のキャリアパスを踏まえつつ、目指すべきキャリアパス、

育成人材の規模等の検討が必要である。また、①及び③の人材についても、各拠点の特

徴を生かしつつ、拠点間の連携を強めることで相互に補完する形で人材育成を行うこと

が求められる。 

 また、各拠点においても、本整備事業の目的に沿って育成された人材が、その能力を

発揮できるキャリアを歩むための支援の推進、例えば、国内外の行政機関などの政策立

案当局、研究資金配分機関（ファンディング・エージェンシー）等でのインターンシッ

プを通じた実地研修を促進することが求められる。 

今後も各拠点において、これまでの取組で得られた知見や成果を生かしつつ、拠点間

の連携も視野に入れて人材育成を進め、修了者がその能力を発揮できるキャリアパスへ

の支援を継続することを期待する。 

 

 ②人材育成プログラムに求められる要素について 

整備方針には、以下に示す 4つの要素を踏まえ、人材育成プログラムを策定すること

が明記されている。 

①科学技術及びイノベーションを体系的に理解するための知見を得ること。 

②政策及び政策形成・実施過程を体系的に理解するための知見を得ること。 

③政策形成における客観的根拠の役割や特性を理解するとともに、知識を分析する

ための理論や手法といった「手法、方法論」を習得すること。 

④研究及び政策の遂行における実践的能力を涵養すること。 

また、上記の他に、「科学技術イノベーションの理解」、「政策形成過程の理解」とい

った個別要素を積み上げるだけでなく、総合的にそれらの知見を活用できる能力を涵養

するようにカリキュラム等を設計すること、さらに、政策形成の現場との積極的に交流

するなど、実践的な内容とすることが明記されている。 

これらを踏まえた評価結果は以下の通りである。 
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（達成できた点） 

「各拠点における開講科目一覧」に示される通り、例えば①については、「イノベー

ション・システムの比較制度分析」や「現代社会と科学技術入門」等の講義が、②につ

いては「事例研究・科学技術イノベーション政策研究」、「科学技術政策過程論」などが、

③については「計量経済学」や「フィールド調査法特講」の講義が、④については「科

学技術イノベーション政策特別演習」等の講義が開催され、各大学において上記 4つに

該当する講義が開講されていることがわかる。 

このことから、本人材育成プログラムにおいて求められる「知見」や「手法、方法論」

という各要素を、各拠点が解釈し、それらを習得するための講義を開設し、当初目標を

意識した人材育成プログラムを展開しているといえる。 

また、それらコアとなる知識・手法については、全ての拠点からの各代表者が集まり

議論を行う運営協議会の場において、検討が進められている。 

以上より、人材育成プログラムについては当初目標を達成していると判断する。 

（課題となる点） 

今後は、総合拠点（政策研究大学院大学）が中心となって各拠点の成果を集約し、履

修者の知見の活用能力を涵養するカリキュラムを追加することが望ましい。特に政策研

究大学院大学は政府とのつながりがあり、そこでの様々な政策現場のリソースに触れる

ことによる実践的知識と経験が活かされることを期待したい。 

その際には、政策の現状分析の手法だけでなく、政策の設計に資する手法等も取り入

れ、政策の遂行における実践的能力を涵養することができる人材育成プログラムとする

必要がある。     

今後は、これまで以上に拠点間が連携し、人材育成を推進していくことを期待する。 

 

③「拠点間の連携」の状況について 

整備方針では、各拠点は拠点間共同プログラムを実施することにより、各機関の資源

を効率的・効果的に活用して戦略的に人材育成を行うこと、拠点を形成する全ての大学

において構成される運営協議会を設置し、全ての拠点の関係者が本事業全体での人材育

成のビジョンを共有し、拠点間共同プログラムを企画・検討・実施することが求められ

ている。 

 これらを踏まえた評価結果は以下の通りである。 

（達成できた点） 

総合拠点（政策研究大学院大学）を中心に、各拠点に所属する教員等の交流が行われ

ていることから、相互に連携・補完する下地は十分できているといえる。 

サマーキャンプ、国際シンポジウムについては、各拠点が持ち回りで主催し、主催校

以外の拠点がサポートする体制が整備できており、また、学生アンケート等を通じて翌

年度以降の内容に反映する工夫もされている。 
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また、運営協議会は年平均 4 回開催され、各拠点における人材育成状況の共有、拠点

間共同プログラムの推進方法等について議論が交わされている。 

さらに、拠点が自主開催する国際シンポジウムやセミナー等での連携も取られており、

海外や研究機関に対して積極的に情報発信やネットワークを構築する取組も見られる。 

拠点間共通科目や特定の政策的課題や分析手法等に関する短期集中コースについて

は、現在、運営協議会の場で検討中であるとされている。 

以上のことから、「拠点間の連携」については当初目標を一部達成していると判断す

る。 

（課題となる点） 

当初計画にあった拠点間共同のインターンシップについては、各拠点で個別に省庁等

のインターンシップへの参加を促す取組等は行っているものの、拠点間共同に関しては

未だ検討段階にあるため、早期実現に向けた検討を進めることを期待する。 

また、今後は、検討中の拠点間共通科目、短期集中コース等を整備するために全ての

拠点関係者が連携して議論を深める必要がある。具体的には、各拠点間での単位互換や

教員の併任、拠点間共通科目の設置等の実現に向け検討を加速することを期待する。 

 

（2）基盤的研究・人材育成拠点整備事業に対する提案 

本整備事業は、我が国の将来の科学技術イノベーション政策を担う人材の育成を目標

とする重要な事業である。複雑かつ多様な課題が顕在化し変容する現代において、我が

国の科学技術イノベーション政策が時代の要請に対応し、時代を先導していくためには、

本整備事業自体も、その目的に向かって拠点間の協働とさらにその関係する機関や団体

との協力の中で、質の一層の向上に向けてダイナミックに推進していくことが重要と考

える。 

そこで本節においては、これまでの評価結果に基づいて、文部科学省が今後本整備事

業を進める際の検討に資することを目的とし8、事業促進に向けた方策に関し、評価委

員会からの提案を付すこととする。 

 

①「求められる人材」の育成について 

社会経済のグローバル化、ICT の急速な進展、少子高齢化及び大都市圏への人口流出

等による地域の活力低下への対応といった複雑かつ多様な課題が顕在化している今日

においては、「地方創生」に資する科学技術イノベーションの推進やイノベーションの

連鎖を生み出す環境の整備といった具体的な社会ニーズを的確に汲み取りつつ、科学技

術イノベーションの果たす役割、その効果等を科学的に分析・評価する手法を習得でき

る人材育成の場を作ることが急務である。   

このような現状を踏まえ、今後は政策の分析だけでなく、政策の設計まで踏み込める

                                                   
8 科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」基盤的研究・人材育成拠点 中間評価要領 
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ことを意識した人材の育成が重要である。具体的には、学生を主な育成対象としたこれ

までの人材育成プログラムに加え、既に現場で政策形成に携わっている中央官庁及び地

方自治体職員や、大学や独立行政法人等において政策や評価手法の研究を行っている

URA や PO（プログラム・オフィサー）も対象にした人材育成プログラムを構築すること

が必要である。育成の対象者を積極的に拡げることによって、多様な政策現場の間の新

たな情報交換と協働が生まれる可能性がある。 

このような人材育成プログラムを構築することによる効果としては、現場で科学技術

イノベーション政策に携わっている人材のスキル習得に留まらず、多様な職種、年齢層

の現場の英知を集約することによって、地域経済社会の疲弊など現代社会の課題への対

応において、生きた政策課題を教育・研究題材として多様な視点で取り組むという学習

効果が挙げられる。 

 

②人材育成プログラムに求められる要素について 

本整備事業は、我が国の将来の科学技術イノベーション政策を担う人材の育成を目標

とした重要な事業であり、事業の中で政策分析・政策評価手法や知見等が体系的に整理

され、広く政府、研究機関、大学等に発信していくことが求められる。そのことによっ

て政策が客観的証拠に基づいて賢く選択されていく道筋をつけることに繋がる。 

またその際には、中核的拠点機能における政策形成に携わる実務者との交流の場を、

これまで以上に活用し、現役の政策立案担当者や関係機関の政策現場に触れることが必

要である。 

現在対応が求められているエネルギー・食料・資源の制約、少子高齢化や地域経済社

会の疲弊といった政策課題は、客観的証拠（エビデンス）に基づいて選択された科学技

術イノベーション政策を通じて、課題の抜本的・飛躍的な解決が期待されるものである

から、政策課題が、本整備事業の人材育成プログラムに反映されることが求められる。 

その際に、科学技術や研究開発の現場を知り、課題を認識し、政策設計まで考えるこ

とができるようになるためには、科学技術に関する知識・知見だけでは不十分であり、

人間の価値観や情感に関わる科学、すなわち、心理学や社会学など人文学・社会科学の

基本的な知識・知見も必要である。科学技術イノベーション政策の形成のための基本的

な素養（コアとなる知識・手法等）を涵養する体系的教育プログラムの確立が重要であ

る。 

 

③「拠点間の連携」について 

拠点大学においては、自らが得意とする専門領域に立脚しつつ、基盤的研究及び人材

育成プログラムを推進し、数々の成果が蓄積されてきた。また、『科学技術イノベーシ

ョン政策における「政策のための科学」「事業の目標、行程管理及び評価に関する基本

的な考え方 2014」』を踏まえて、平成 26 年度より中核的拠点機能が整備され、学術的
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かつ長期的な視点から人材育成・研究を行う拠点や関係機関と、成果を集約しつつ研究

活動を行い、現実に起こる様々な課題に対し、実際の政策立案の現場とアカデミア間の

距離を埋め、両者をつなぐことを目指している。 

今後、本「基盤的研究・人材育成拠点整備事業」が、持続的な「科学技術イノベーシ

ョン政策のための科学推進事業」へと進化していくためには，各拠点において、新たに

開発された政策の実践のための指標、手法等や中長期的に得られたデータやノウハウな

どの知見が集約され、各拠点や関係機関・団体に共有され、連携し事業を推進する研究

者が組織されていくことによって、「科学技術イノベーション政策のための科学推進事

業」全体の中心となることが期待される。 

そのためには研究者、政策立案担当者等が共有する場を拡充し、現場の生きた政策課

題とこれらの成果を結びつけることができるよう、総合拠点（政策研究大学院大学）を

中心に各拠点が連携を一層強化し整備事業を推進することが求められる。具体的には、

まず現役の政策立案担当者等の問題意識を共有し、その視点を取り入れることができる

ような仕組みを整備・拡充することが必要である。 

また、中央官庁や地方自治体等が現在抱える政策課題等を積極的に取り入れ、開発さ

れた分析・評価手法、データ等の成果を適用することによって、直近の政策課題に対応

すると同時に、得られた知見やデータを中核的拠点機能に集約し、それらを分析するこ

とを通じて、より体系的な知識及び指標、手法等の高度化に努めることが求められる。 

また、総合拠点（政策研究大学院大学）のみならず各拠点も、それぞれの専門領域を

活かした役割を基礎としつつも、連携を強化することにより、新たな成果を創出するこ

とが求められる。 

その際には、例えばクロスアポイントメント制等を利用した人材交流を拡大し、各拠

点間及び他大学の研究者を結集し、具体的なテーマに集中的に取り組むことを期待する。

テーマとしては、例えばゲーム理論を用いた安全保障等の分析を政策のための科学のテ

ーマとして設定することも考えられる。また、例えば、定量的なデータ分析のみならず、

心理学、社会心理学などを踏まえて研究や、制度設計における人々の行動様式の分析、

あるいは将来予測の可視化とこれに基づく合意形成の過程の分析という新たな視点か

ら、政策のための科学について集中的に議論するプロジェクト等を進めることで、他拠

点、他大学及び研究機関等との連携を深化させることを期待する。 

 

④事業全体に対しての提案 

本整備事業は、我が国の将来の科学技術イノベーション政策を様々な形で担う人材の

育成を目標とする重要な事業であり、概ね当初計画通り進捗している。今後は、当初の

計画に加え、現在の社会的要請に応えるべく、更に事業を発展させることが期待される。 

具体的には、現在我が国が直面している、社会経済のグローバル化、ICT の急速な進

展、少子高齢化に伴う労働人口減少、地域の活力低下といった社会の変化に対応し、エ
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ビデンスに基づいた科学技術イノベーション政策形成を通じて、適切な方策を行うこと

ができる人材を育成していくことが望まれる。例えば、人口減少を契機とした地域経済

の縮小及び地方の弱体化は、現在我が国が抱える大きな課題の一つであり、政府をはじ

めとし、自治体の中では総合戦略を策定している所も存在する。またその中では、科学

技術イノベーションにおける政策形成を担う人材の育成が重要であると認識されてい

るが、現状、まだ十分とはいえない。 

このため、本整備事業の理念、得られた知見や成果を既存の拠点のみならず、「政策

のための科学」に関心を持つ地方の大学、研究所、研究者等にまで拡大することで、エ

ビデンスに基づく政策形成を日本全体へと広げていくことが必要であり、「政策のため

の科学」に関する研究成果の発表の場となるような学術雑誌を発行するなど、研究成果

を広く情報発信する場を整備することが必要である。 

また、第 5期科学技術基本計画の検討過程においても、エビデンスに基づく政策の企

画立案、その評価及び検証結果の政策への反映等を進めることが必要であると指摘され

ており、本整備事業に対する期待の高さがうかがえる。これらの期待に応えるべく、今

後も政策効果を適切に分析し、政策立案にフィードバックする能力を持つ人材の育成に

努めることが重要である。 

文部科学省は、先に挙げた社会的ニーズに対応するため、新規拠点の整備を含む本整

備事業の発展を目指すことが期待される。また、その際には、特に重点的に対応すべき

課題を見極め、事業を展開するとともに、拠点間の緊密な連携が保たれるよう必要な支

援を行うことが求められる。 

また、政策当局においては、本整備事業で育った人材が様々な立場で培った能力を発

揮できるよう、エビデンスに基づく政策形成に向けた政策形成プロセスの改革を進める

とともに、キャリア構築に向けて方策を検討することが重要である。 
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3．基盤的研究・人材育成拠点の個別評価結果  

① 国立大学法人政策研究大学院大学 

全体責任者：白石 隆 学長 

構想責任者：大山達雄 副学長（現 理事・特別教授） 

 

 

（構想概要） 
社会的課題を的確に捉える能力、および科学的アプローチを用いて科学技術イノベーショ

ン政策の企画・立案・実施・評価・改善を行う能力を有する人材の育成を目的として、政策

のための科学に関する博士課程および修士課程を設置。 
拠点間連携を主導するとともに、政策のための科学に関する学問領域の発展やコミュニティ

形成を牽引しつつ、教育研究を推進。 
（評価結果） 

 A 

【達成できた事項】 
育成される人材像については、パンフレットに「想定される学生」などを明記し、将

来の活躍領域も念頭において育成する人材像を明らかにしている。学生の知識・能力形

成についても計画通り進んでいると評価する。 
人材育成プログラムの実施内容及び人材育成の規模・対象については、博士課程プロ

グラム及び短期研修においては概ね計画通りに進捗していると評価する。 
拠点間共同プログラムについては、サマーキャンプ等は当初計画を上回る成果を上げ
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ている。また拠点間の連携が進むような運営体制となっている。 
 修了者はまだいないが、当初の想定通り現役行政官、実務者が受講しているため、

想定通りのキャリアパスが確立されることが見込まれる。 
基盤的研究については、北極圏を取り巻く諸課題や原発事故といった具体的な政策課

題を扱った研究プロジェクト等が行われており、計画通り進んでいると評価する。 
組織体制については、特に、クロスアポイントメント（ジョイントアポイントメント）

制度による他大学、他機関との教員の流動性を高める試みがなされており、本取組は今

後も拡大すべきであると考える。 
また、計画外に成果を上げている取組としては、科学技術イノベーション政策研究セ

ンターを設置し、中核的拠点機能を整備したことが挙げられる。 
また、アジアの行政官とのネットワーク強化、民間企業との共同実施のワークショッ

プなど様々な研究プロジェクトを推進していること、クロスアポイントメント制度のよ

うに、海外の著名な研究者がプログラムに参加しやすい体制を用意し、ファカルティ強

化が図られていることなども計画外の取組として成果を上げているといえる。 
 

【今後必要と思われる取組】 
 科学技術イノベーションの現場において必要とされる、研究開発や科学技術の基礎知

識について、具体的な知識の習得支援やカリキュラムの充実は、現時点では必ずしも十

分とはいえない。研究開発の現場となる研究機関や科学技術イノベーションの源泉とな

る工学、理学、医学、薬学等の研究科を擁する総合大学等との連携によって補う必要が

ある。 
また、人材育成プログラムの実施内容については、修士課程については履修者数が少

ないため、構想時の履修者が確保できるよう、カリキュラム等の再検討が必要である。 
 拠点間共同プログラムについては、共同設置科目や政策構造ワークショップが行われ

るよう、総合拠点として主導力を発揮すべきである。 
 
【全体講評】 

概ね計画通りに進んでおり、同大学の特徴を生かしたプログラムの推進が今後も期待

できる。さらに、支援終了後に向けて、教員を安定的な雇用形態に徐々に移しており、

教育プログラムの長期的な構想を実施するための準備が行われていると評価する。 
教員の多様性（クロスアポイントメント制の導入等）については計画以上に進捗して

おり、引き続き事業を推進し、他拠点への拡大等、総合拠点としての主導的役割を期待

したい。 
 
（委員会からの提言） 
 2014 年度より整備された中核的拠点機能（科学技術イノベーション研究センター）
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を中心に、今後拠点大学のみならず、例えば、実務者や研究者が政策のための科学に

関する知見を共有し、成果を発表する場を設定するとともに、ジャーナル等を発行し、

関係機関や本事業に関心を持つ大学等との連携を強化し、政策のための科学のネット

ワークを広げていくことが期待される。 
 

② 国立大学法人東京大学 

全体責任者（申請当時）：濱田純一 総長 （現在）：五神 真 総長 

構想責任者：城山英明 公共政策大学院教授 

 

 
（構想概要） 

公共政策・工学を領域の軸とし、政策形成や科学技術イノベーション政策研究のための人材

の育成を目的として、既設の大学院課程に部局横断型教育プログラムを設置。 
総合大学としての強みを生かした教育プログラムを構築し、政策形成プロセスとエビデンス構

築の双方を理解できる人材の輩出を目的に文理横断的な教育研究を推進。 

（評価結果）  

 A 
【達成できた事項】 

育成される人材像については明確で、同大学の強みである自然科学系、文科系・理科

系の幅広いバックグラウンドを生かした部局横断的教育プログラムの提供は概ね計画

どおりに進捗していると評価する。 
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人材育成プログラムの実施内容及び人材育成の規模・対象については、文系（公共政

策学）、理系（工学）等の多様なカリキュラムを効果的に組み合わせており当初計画通

り進捗していると評価する。また、登録者、修了者は構想を上回る数となっており、学

内での需要が今後も見込まれる。 
また、拠点間共同プログラムにおける国際シンポジウム等においても、各国から一流

の研究者を招へいし、活発な議論が行われるようプログラムの構成を行っている。 
修了者は政府、地方公共団体、コンサルタント等に就職しており、育成される人材像

として想定されていた政策形成人材、研究開発マネジメント人材等のキャリアパスにか

なったものとなっている。 
基盤的研究については、政策セミナー、ラウンドテーブル、その他研究会への共催な

どの活動があり、それ以外にも自主的に国際シンポジウムを開催している。 
組織体制については、マネジメント体制や組織的支援、海外との連携等は概ね適切と

考えられる。 
また、計画外に成果を上げている取組としては、本プログラムの PDCA を適切に回

すため、丁寧な学生インタビューを行い取組の推進を行っていることがあげられる。 
 
【今後必要と思われる取組】 

政策研究大学院大学で培われた科学技術外交等の知見を生かし、また東京大学の強み

である理科系の研究開発等の授業については積極的に政策研究大学院大学に科目を提

供することで、計画にあった、政策研究大学院大学との連携が進むよう努めるべきであ

る。 
学生からは教育プログラムの体系化が求められており、シラバスや履修手順などによ

りカリキュラムのモデルコースをいくつか示すなどの工夫が必要である。 
 

【全体講評】 
公共政策学と工学との連携を軸に科学技術イノベーション政策を研究し、人材育成を

行う試みは一定の成果を上げている。 
さらに支援終了後に向けて、持続可能なプログラム運営に向けた外部資金等の確保に

ついても具体的な検討が進められており、中期目標との整合性も見られる。 
学生の満足度も高く、修了者から府省庁への就職者も輩出しており、育成人材の今後

の活躍が期待できる。 
 

（委員会からの提言） 
 公共政策学と工学との連携の必要性をより一層明確に意識したプログラム設計とな

り、両分野の連携に相応しい、例えば“政策設計論”といった分野が開拓されること

で連携の必要性が明らかとなることを期待する。 
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③ 国立大学法人一橋大学 

全体責任者（申請当時）：山内 進 学長  （現在）：蓼沼 宏一 学長 

構想責任者：青島矢一 イノベーション研究センター准教授 （現 教授） 

 

 
（構想概要） 

 経営学・経済学等の社会科学を基盤としつつ、自然科学や工学的な知見も取り込んだ領域横

断的なイノベーション研究を担う人材や研究開発マネジメントを担う高度専門人材の育成を

目的とする。博士課程レベルのサーティフィケートコースを設置するとともに、経営学修士課

程に新たなプログラムを開設する。 

（評価結果） 

 A 

【達成できた事項】 

育成される人材像については、明確な人材像を掲げ、学生アンケートも行うなどし

て適切な知識・能力の獲得に努めている。 

人材育成プログラムの実施内容及び人材育成の規模・対象については、経営学、経

済学等の社会科学の視点から、基盤的研究、研究人材および高度専門人材の育成を行

っており、取組は概ね計画通りに進んでおり、今後、修了者の輩出（サティフィケー

ト交付）が期待される。 

また、拠点間共同プログラムについては、サマーキャンプ等の参加を通じた他拠点

との交流が図られており、平成 26 年度は幹事校として国際シンポジウムを開催した。 

修了者のキャリアパスについては、現段階で修了者が出ていないため評価は難しい
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が、本事業に RA（リサーチアシスタント）等として参画していたポスドクの勤務先等

に鑑みて、概ね計画の方向に添ったキャリアパスが期待できると判断される。   

基盤的研究については、同大学が蓄積している豊富なケーススタディをライブラリ

としてウェブ公開しており、一橋大学の各研究科のリソースを有効に活用している。 

組織体制については、プログラムオフィサーを採用し、全学組織「科学技術イノベ

ーション政策のための『政策の科学』領域開拓拠点運営委員会」を設置しており体制

が整備されていると評価する。 

  

【今後必要と思われる取組】 

 教育、研究ともに文系視点での分析的研究が中心となっている。現在における社会

の課題は何かということを意識し、政策設計にどう生かしていくかの視点を持つ上で、

理工系との接続を一層強化する必要がある。 

 

【全体講評】 

同大学の特徴である商学及び経済学での強みを活かした成果が蓄積できている。 

 支援終了後に向けて、理系学生の取り込み及びその教育についての検討、計画的な

事業運営が求められる。 

 

（委員会からの提言） 

履修する学生が、本プログラムに関連する法学、社会学等についても必要な知見が

得られるよう、各研究科との連携を深め、本プログラムが全学的な支援を得られるよ

う取組を進めることを期待する。 
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④ 国立大学法人大阪大学（国立大学法人京都大学） 

全体責任者：平野俊夫 総長（松本 紘 総長）（申請当時） 

      平野俊夫 総長（山極壽一 総長）（現在） 

構想責任者：小林傳司 大阪大学コミュニケーションデザイン・センター教授 

 

 

 

（構想概要） 

 科学技術の倫理的・法的・社会的問題（ELSI）研究を領域の軸とし、学問分野間およ

び学問と政策・社会の間をつなぐ人材の育成を目的として、既設の修士課程の学生を対象

とする副専攻を設置。両大学が連携し、関西地域のニーズや特色を生かした教育研究を推

進。 

（評価結果） 

 S 

【達成できた事項】 
育成される人材像については明確に示されており、二大学の連携強化により、開講科

目数も増えており、知識・能力の獲得は計画通り進捗しているといえる。 
人材育成プログラムの実施内容及び人材育成の規模・対象については、期待される教
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育研究を実施するために、カリキュラムを順次充実し、人文社会科学・自然科学の幅広

い分野からの履修者に対して教育研究を行っている。 
また、拠点間共同プログラムについては、企画・運営面で主導的役割を果たし、学生

の参加も多く、計画通り進捗しているといえる。 
修了者のキャリアパスについて、修了者は科学技術関係の研究助成機関、シンクタン

クや報道関係など、本プログラムで学んだ内容を活かしたキャリアに進んでおり、計画

通り進捗しているといえる。 

基盤的研究については、ELSI、リスクコミュニケーションに焦点を絞り、その深化

に寄与しており、市民を巻き込んだ活動にも大変な努力を払っており計画以上の取組と

いえる。 
組織体制については、両校の講義の相互受講は必ずしも容易ではないが、支援体制に

よって機能しており、計画に沿った体制を構築しているといえる。 
 アドバイザリーボードを設置し、プログラム実施に関する外部からのコメントを得て

いる点は計画外の特に優れた取組であると評価する。 
  
【今後必要と思われる取組】 

公共的関与の活動と分析そのものを専門とし、異分野・異領域（研究者集団・政策・

産業・市民社会）の間のコミュニケーションを媒介し、俯瞰的な視点のもとに政策提言

や政策形成を実行するような「つなぐ人材」を目指す明確な動機づけを学生が持てるよ

うな工夫が必要である。 
 

【全体講評】 
日本を代表する二大学が緊密に連携しつつ、科学技術イノベーション政策を担う人材

育成プログラムに挑戦し、関係者の熱意や創意工夫が伝わってくる取り組みが多い。 
支援終了後の計画についても、両大学とも今後のプログラムの維持発展に向けた具体

的な検討や働きかけが行われており、中期目標とも合致している。 
他拠点の模範となる事業で、事業目的は確実に達成されると期待できる。新しい挑戦

にも大いに期待が持てる。 
 

（委員会からの提言） 
総合大学の強みを生かし、科学技術イノベーション政策のための科学を専門とする

研究者の育成プログラムについても、設置が検討されることを期待する。 
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⑤ 国立大学法人九州大学 

全体責任者（申請当時）：有川節夫 総長 （現在）：久保千春 総長 

構想責任者：永田晃也 経済学研究院教授 

 

 

（構想概要） 

東アジアと地域イノベーションを領域の軸とし、専門領域と政策のための科学をつなぐ

人材の育成を目的として、専修コース（大学院共通教育科目）を開講し、これを専攻に発

展させる。総合大学としての教育研究資源の強みを活かして「東アジア地域 STI 政策教育

研究センター」を設立し、地域フォーカスを特色とした教育研究を推進。 

（評価結果） 

 A 
【達成できた事項】 

育成される人材像については、コア科目群と固有科目群がバランスよく設計されてお

り、文理の教員が連携して取り組んでいると評価する。 
また実施内容及び人材育成の規模・対象については人材育成プログラムを学内・学外

機関の連携のもとに開発し、履修者・修了者数も一定程度に達していることから計画に

沿ったものと評価する。 
また、拠点間共同プログラムについてはカリキュラムの標準化に向けた提案は成果と

して評価する。 
 修了者のキャリアパスについては、就業中の社会人学生が科目等履修生として多く在
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籍しているものの、大学院共通科目として受講していた修了者の状況に鑑み、概ね計画

通りであると評価する。 
基盤的研究については、産学連携がイノベーションに与える効果を評価・予測するた

めの指標開発を目的とする国際共同研究プロジェクトへの参画や、NISTEP との共同

研究が行われており概ね計画通りの取組であると評価する。 
計画外の取組としては、国際産業連関分析会議の共催が成果として評価する。また、

評価・助言を得るための「アドバイザリー委員会」の設置に取り組んでいることは計画

以上の取組として評価する。 
組織的体制については、計画通り、学内共同教育研究施設「科学技術イノベーション

政策教育研究センター」が設置され、運営体制が整備されていると評価する。 
 

【今後必要と思われる取組】 
 地域イノベーションについては一定の研究成果が出ているため、今後は、東アジア地

域に関する研究について一層の取組の進展を期待したい。 
 また構想調書に記載の専攻の設置に向け、より一層の取組を期待したい。 

 
【全体講評】 

構想当初より、世界に通用する「STI 政策のディシプリン確立」を掲げており、拠点

間連携を主導する役割が期待できる。支援終了後に向けた取組についても、新専攻設置

計画もあり、大学として本プログラムを引き継ぐための前向きなアクションが取られて

いる。 
地域特性を生かした野心的なプログラム構成ができている。 
 

（委員会からの提言） 
同じく東アジア地域に強いつながりを持つ政策研究大学院大学と、より積極的に連

携・相互補完を行った上で、同大学の研究領域の中心をより明確に定めた拠点となるこ

とを期待したい。 
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